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ヵッパIV型よりカッパV型にいたる間における

　　テレメータおよびレーダ装置の実験概要

高　木 昇・野村民也・黒川兼行

1．　緒 言

　カッパIV型1号機からカッパV型2号機にいたる約8

ケ月の期間に行ったロケット実験のうち，テレメータ装

置およびレーダ装置を搭載したのは前後10回にわたっ

ている．このうち，カッパIV型1，2号機が，飛しょう

性能試験の目的と，IGY本観測項目の・一一一iつである宇宙線

計測実施の目的を兼ねていたほかはいずれも新型ロケッ

ト開発のための実験である．テレメータ，レーダの各装

置ともに，この目的に沿って，飛しょう性能測定のため

に使用されている．

　個々の実験の目的については別稿に記載されている通

りである．ここでは，electronic関係の装置について，

前報告（1）以後，この期間に行われた改変とその成果につ

いてその概要を述べることとする．

2．　テレメータi筆置、

　カッパIV型の実験には，皿型の時と同じくTM－3A型

テレメータ送信機（2）を搭載した．122S－　1号機以降の実

験に使用した送信機はTM－4型で，これは別稿に詳報を

発表した通り（3），重量，容積の大幅な軽減を図ったもの

である．改良の諸点を列挙すると，第1に送信電力を約

1Wとし，これによりB電源電池を節約したこと，第2

にA電源電池としてYardney酸化銀蓄電池HR－1を使

用し，その重量をはるかに軽減したこと，第3にA電源

電池を高周波部筐体内に格納して容積を小さくしたこと

などで，この結果，重量，容積ともTM－3A型の約60％

となり小型，軽量化に成功した．

　TM－・4A型送信機は副搬送波部をトランジスタ化した

もので，122S－1号機で実用試験を行った．この結果，若

干トランジスタ回路に不安定を認めたので，122S－2号

機からは，真空管式の副搬送波発振器に改めた．この形

式のものが別稿記載のTM－4B型テレメータ送信機で，

前後7回にわたる飛しょう実験において，一度高周波部

に偶発的な事故を起したのみで，他はいずれも正常に，

振動，衝撃等による雑音も混入することなく，極めて優

秀な性能を発揮した．副搬送波部をトランジスタ化する

ことの利点は，同一容積，重量の電源電池に対して，送

信機の動作時間が長くとれるということである．すなわ

ち4A型と4B型とでは，前者は約30分の電源寿命をも

つのに対して，後者は約15分しかもたない．しかし，

大方の実験目的にはこれで十分である・その意味では，

TM－4B型送信機は電気的にも構造的にも，一つの開発

目的を達成したものということができる．

　地上受信装置としては，引続きTM・－3型受信・記録装

置（4）が使用された．従来に比し変った点は，テープ再生

時において，速度補正用としてのIO　kC／s標準周波数の

再生出力により，時間信号発生器の計数管を作動させる

ように改めたことで，これによってテープ再生記録は，

単に情報の振幅に関するだけでなくその時間的関係にお

いても十分な確度をもつことになった．こうした受信・

記録装置は，いずれの飛しょう実験においても所期通り

の性能を発揮した．特に122S－2号機では，発射コント

ローラの操作上の手違いから予定の1分前にロケットが

発進し，そのため，飛しょう中の直接の記録はいずれも

とれなかった．しかし，テープ記録装置はそれより早く

記録を開始していたので，すべてのデータはそのなかに

収められており，貴重な実験結果を失うことがなかっ

た．従来の実験では，事前に万全の用意を行う結果，飛

しょう中の直接記録に失敗した例はなかったが，今次の

この経験はやはり，本記録装置の採用している方式が突

発的な事故に対してすこぶる有効であることを立証した

ものと言えよう．

3．　ロケット搭載電子機器の電源電池

　ロケット用電子機器の重量，容積の軽減のためには，

電源装置の吟味が極めて重要である．従来は，テレメー

タ送信機およびレーダ・トランスポンダのいずれも，電

源としては，A，　B両電源とも湯浅電池製塩化銀乾電池

を使用していた．その特性は，数次にわたる技術連絡の

結果，初期のものに比して性能も向上し良好な動作を示

すに至っているが，重量，容積の点では改善の余地が多

い．そこで，122S－1号機以降の実験においては，　A電源

電池としてYardney社製HR－1を用い，重量の節約を

図った．地上試験ではその優秀な特性は確認されていた

が（5），実用は初めての経験であった．結果はいずれも良

好で，液漏れなどの問題もなく，また特性の均一なこと

は実用上多大の利益をもたらしている．

　現在のところ，Yardney社製電池により，　A電源電池

に問題はなくなった．残るところはB電池で，塩化銀電
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池は一応使用にたえているが，いっそう安定な性能のも

のとすべく努力が行われている．それとともに，直流コ

ンバータ（6）の実用化も，各種地上テストを受けつつあり

近い将来に実際の飛しょう実験に使用する予定となって

いる状態である．

　4．　レーダ・トランスポンダ

　レーダ・トランスポンダについては，テレメータ送信

機と同様に，122S　1号機以降，　A電源電池としてYard・

ney酸化銀蓄電池を使うよう改めた以外には，大きな変

更はない．すでに，皿型1，2号機において，2段式ロ

ケットの衝撃，振動に十分耐えることが認められていた

が，IV型1，2号機でも，ロケットが正常に飛しょうす

る限り，トランスポンダもまた，安定に良好な動作をす

ることが確められ，機械的，電気的にはほとんど問題が

ない状態となっている．しかし，V型2号機の実験では

発射後30秒～70秒の間電波が途絶えるという事故を起

しており，その原因は確かではないが，なおいっそう安

定完壁なものとするべく努力を行いつつある現状であ

る．

　5．　ロケツト空中線

　この時期においては，テレメータ系，レーダ系ともに

ロケット空中線としては，皿型において採用された方式

のもの（7）を踏襲している．しかし，皿型1，2号機およ

びIV型1，2号機の実験で，ロケットに異常が起ると，

エンジン部または尾翼部分が破壊され，そのため空中線

系が損傷して電波が途絶する結果に陥ることが認められ

た．このような事故が起っても，電子機器の本体そのも

のは正常に近い動作をしていることが，テレメータの記

録などから分るので，もし，空中線系が電子機器と一体

になっているならば，たとえロケットが事故を起しても，

なおテレメータ系およびレーダ系は動作を続け，事故原

因の究明や事故発生後の状況などを確定できる情報がえ

られるであろう．また，空中線系がエンジン部等と無関

係になれば，ロケット製作上からも，また，電子機器調

整のためにも，多大の利益をうることができる．こうし

た考えに立って，新形式のロケット空中線の開発が進め

られたのである．

　空中線開発上の一つの課題は，できるだけ電波を後方

に放射するものとしたいことである．これは技術的とい

うよりむしろ実際上の問題としての要請によるものであ

る．胴部空中線として最も好適と考えられる一つの方式

はスロット空中線であるが，これでは良好な特性をうる

ことが容易でない．そこで止むなく次善の策として，で

きるだけ突出を小さくなるようにした逆L型の張出式の

空中線を試みた．その特性については，別稿に詳しく報

告されているので参照されたい（8）．
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　張出式空中線には，それがロケットの飛しょう特性に

悪影響をもつかも知れぬという懸念がある．風洞試験結

果は別稿のごとくであるが，これを実際に試験したのが

122ST　1，2号機である．1号機はレーダ用空中線のみ

張出式とし，2号機ではテレメータ用空中線ともに張出

式とした．その結果はいずれも正常，かつ良好な飛しょ

う特性をしめし，この種の空中線も実用に供しうること

が判明したことは，大きな収獲であった．

　もちろん，122ST型は一段式であり，この結果をもっ

て，直ちに2段式のロケットにそのまま適用できるとは

限らないが，将来の方向としてはできるだけの機会を利

用して，この種の方式のものに改めていきたいと考えて

いる．

　6．　測距式レーダの採用

　上述のようにトランスポンダは少数の例外を除いては

比較的安定に動作しているにもかかわらず，自動追跡レ

ーダが完全に捕捉したのは，122S　1号と150T　1，2号の

みであるという悲観すべき結果になっていることは，ロ

ケット追跡に自動追跡レーダが必ずしも最適ではないの

ではないかという反省をさせられた．自動追跡レーダは

発射時の急速な見掛けの角速度に追従することができな

いので，予め計算された方向（±6°の許容範囲がある）

に向け，ここにロケットが入ってきてから自動追跡しは

じめるわけであるが，風やその他計算にのらない要素が

あるために予定された方向に飛ばなかった場合，完全に

データを失ってしまうということが一番大きな欠点のよ

うに思われる．したがってこういう欠点のない標定装置

として距離だけを測定してロケットの位置を算出するも

のを考えた．その際できるだけ既存の設備と並行して使

用できるようにするため，本部から離れた二点に受信地

点を定め，各受信地でトランスポンダ向けの本部からの

送信パルスとトランスポンダの応答パルスの両方を受

け，このパルスの間隔をブラウン管で測定，本部からロ

ケットまでの直距離のデータと合わせて独立な三点から

の距離がわかり，これによりロケットの位置を定めるこ

とにした．これが別稿に述べる測距式レーダである（9）．

製作担当はトランスポンダを作っている明星電気に指定

した．この測距レーダにより最初のロケット飛しょう方

向が未知であってもトランスポンダが働いている間中，

刻々の位置を知ることができ，データを失う機会が大幅

に減少するものと期待される　（6月以降の実験に使用し

ているが結果は極めて良好である）．これらについては，

別の機会に報告する予定である．

　7．　今次実験全般をかえりみて

本特集号に関係した時期において，テレメータ，レー

ダともに多くの貴重な経験と成果を収めている．ここに
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その主な点を要約し，さらに将来残されている問題につ

いて述べておくこととしたい．

　i）ロケ・ソト搭載電子機器

　テレメータ送信機，レーダ・トランスポンダともに，

耐振動，耐衝撃性など機械的な強度に関しては，まず完

全に近い性能をもつことが判明した．このことは，皿型

1，2号機をはじめIV型1，2号機など，事故を起したロ

ケットの結果を見れば明らかであり，また，実際に地上

でかなり苛酷に近い強度試験を行っても，全く問題を生

じていない．問題にもよるが，将来，何らか不測の事故

に遭遇したとしても，搭載機器自身が破壊したというよ

うなことは，ほとんど度外視して考えてもよいだけの自

信がえられるに至ったことは，大きな進歩であり，収穫

であるといえよう．

　将来の問題としては，第一に耐真空性の問題がある．

一応気密構造となっているが，これまでのところではロ

ケットの到達高度も低く，耐真空性の問題は全く生じて

いない．しかし将来は必ず問題となることであって，そ

の試験に万全を期すことが必要である．第二に空中線系

の問題で，V型程度の性能なら現行方式は別状ないが，

さらに高性能ロケットの出現に対して，果してこれでよ

いかどうかは分らない．さし当っては現状のまま進むこ

とになろうが，問題が起ったとしたらいかに改むべきか

を考えておく必要があろう．その場合には，空気抵抗，

重量などの飛しょう性能に対する影響をはじめ，工作上

の難易，調整上の便，不便など総合的な判断の上に立っ

て結論を出していくことが大切であろうと考えている・

第三は重量，容積の軽減で，たとえばテレメータ送信機

は，TM－4型にいたって，一応満足すべき状態に達して

おり，これ以上はそう目に見えて容積や重量が小さくな

るものではない．しかし，ロケット全体の設計において

十分な吟味を行うならば，前に空中線について考えたと

同様に，総合的に容積，重量の軽減を図ることは可能で

あろう．将来，少しでもロケットの性能を向上させよう

とするならば，この種の努力を忘れてはならないものと

考える．

　ii）地上電子機器
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　テレメー一タ受信・記録装置は，全期間を通じて良好な

作動を示した．これは一つには，実験期間中の整備・調

整に十分の配慮がなされた結果によるものであり，同じ

ことはレーダ地上装置についてもいえることで，関係各

位の労は深く感謝にたえないところである．

　自動追跡レーダ装置は，今時期において完全な形で実

用に供されたのであるが，ロケット開発段階でその性能

が安定しない問は時に追跡に失敗し，その結果，全く情

報がえられない場合がある．すなわち，その機能は極言

するとall　or　nothingともいうべきで，少しでも情報を

もれなく集める必要のある実験段階の装置としては，必

ずしも好適でないところが認められる．この経験によ

り，新らしく測距方式の標定装置が試作され，現在良好

な性能を発揮しつつあるのである．思想的にはいわゆる

簡易レーダの発展であり，これによりロケット飛しょう

軌跡の追跡は，一応万全なものとなったと考えられる．

　テレメータ受信装置としては，さらに雑音指数の小さ

いものを実現し，総合的にテレメータ系の性能向上を図

ることが大きな開発目標のひとつであり，現在，この方

向に向って研究が進められつつある．

　すでにIGYも終りに近く，電子機器についてもまず

観測を成功させることが急務であろう．したがって，そ

の改良発展も急激に行うことは危険であり，止むをえず

漸進的に進めざるをえない．しかし少しでも進歩を求め

て少ない機会を最大に利用していきたいと念願してい

る．
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　もちろん以上の計算は，理論を補うための実験資料が

不十分であることから満足すべきものとは言えないし，

また線型理論をM＝＝5’－6の極超音速にまで用いること

にも問題があると言えよう・さらに，このような高いマ

ッハ数において粘性の影響がどのように現われるかも大

事な問題である・これらについて今後研究を進めなくて

はならないと考えている．　　　　　　（1958．8．25）
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